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4 節　著作権・アーカイブス・考査

著作権

1．放送と通信の融合時代への対応

（1）著作権等管理事業者や権利者団体との協議
放送と通信の融合時代を迎え，NHKオンデマ

ンドの開始など放送番組の展開の拡大に的確に対

応し，また，円滑な権利処理を進めるためのルー

ルづくりについて著作権等管理事業者や権利者団

体との間で協議を行った。

①実演家が不明の場合の対応
著作権法上，実演家の連絡先が不明の場合，裁

定制度（著作物利用の場合，著作権者が不明の場

合でも文化庁長官の裁定により一定の補償金を供

託すれば利用できる制度）がないため，過去の放

送番組の二次利用がなかなか進まないという課題

がある。事態の打開を図るため，07年度に行われ

た日本経団連の「権利者不明の場合の第三者機関

研究会」において，日本芸能実演家団体協議会著

作隣接権センター（CPRA）と放送事業者との間

で自主的なルールを作成することで合意した。N

HKオンデマンドサービス開始に際し，この合意

に基づき，最終的には放送局の責任であるものの，

実演家の団体であるCPRAが当初の 3 年間は責任

を持って探すことを内容とする契約を締結した。

②レコードの携帯端末向けの配信使用への対応
商業用レコード（市販CD）の08年度の二次使

用料などの契約を日本レコード協会ならびにCPR

Aと締結するのにあたり，09年度からは携帯端末

向けのインタラクティブ配信で使用することにつ

いて合意した。

③「NHKオンライン」におけるJASRAC等以外
の管理楽曲の使用への対応
11月に公表された「インターネットサービス基

本計画」により，これまで以上の「NHKオンラ

イン」でのサービス充実が図られることとなった。

[のど自慢」の予選会を掲載するなど，楽曲の利

用範囲も広がるため，JRC（ジャパン・ライツ・

クリアランス）と「NHKオンライン」での使用

について交渉し，合意した。

（２）NHKオンデマンドの開始と権利処理
NHKオンデマンドサービスを開始するにあた

り，放送番組のネット配信についての権利処理ル

ールが確立されていない中，各権利者団体などと

協議を重ね，サービス開始の08年12月までに権利

処理ルールについて合意した。

NHKオンデマンドサービスは，「見逃し番組」

と「特選ライブラリー」に大別されるため，それ

ぞれのサービスにふさわしいルール化を図った。

①「見逃し番組」サービス
「見逃し番組」は，放送の翌日からネット配信

するため，配信時に改めて権利処理をすることが

不可能であることから，番組の制作時に許諾を得

ることを基本とし，委嘱料や使用料，出演料の一

定割合を加算して支払うことで各権利者団体など

と合意した。

②「特選ライブラリー」サービス
「特選ライブラリー」は，過去に放送した番組

をネット配信するサービスであることから，番組

のDVD化など通常の二次利用と同様に改めて権

利処理することを基本とし，原則として利用者か

ら得る情報料収入を基に支払うこととした。

«合意した団体〕

(出演関係）

・社団法人　日本芸能実演家団体協議会著作隣接

権センター（CPRA）

・社団法人　日本音楽事業者協会

(文芸関係）

・社団法人　日本文藝家協会

・協同組合　日本脚本家連盟

・協同組合　日本シナリオ作家協会

(音楽・レコード関係）

・社団法人　日本音楽著作権協会

・株式会社　イーライセンス

・株式会社　ジャパン・ライツ・クリアランス

・社団法人　日本レコード協会

(美術関係）

・社団法人　日本美術家連盟

・有限責任中間法人　美術著作権協会

（3）各省庁での検討
①文化庁文化審議会著作権分科会
インターネットを活用した著作物の利用円滑化

を図るために，権利者不明の場合の裁定制度の簡

素化や著作隣接権にも裁定制度を新たに設けるこ

との必要性が報告されたほか，検索エンジンサー

ビスや情報解析の研究開発における複製に対し権

利制限を行うことが適当だとの考えが示された。

また，違法な著作物の流通を防止し，ネット上

で権利者が安心して著作物を提供する環境を作る

ため，インターネットオークションなどを利用し

た海賊版の販売を告知する行為を権利侵害とする

ことやネットによる違法コンテンツの録音録画に
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ついて著作権法第30条（私的使用のための複製）

の適用除外とすることが適当であるとされた。

なお，私的録音・録画補償金については，関係

者の合意が得られず，今後は関係者が忌
き

憚
たん

のない

意見交換ができる場などで関係者の合意を目指す

ことも必要ではないか，との提言がなされた。

②総務省情報通信審議会
「デジタル・コンテンツの流通の促進等に関す

る検討委員会」においては，引き続き放送コンテ

ンツに係る流通・取引の促進の在り方についての

検討が行われ，その中で「デジタル・コンテンツ

の流通（利用）の促進のための法制度導入」「放

送コンテンツ取引市場構築のためのデータベース

環境整備」「意欲ある番組制作者に対する機会提

供（マルチユース・トライアル）」について報告

および関係者の意見交換が行われた。

2．番組利用形態の多様化と権利情報の充実

12月にNHKオンデマンド（NOD）サービスを

開始するなど，放送番組の利活用が多様化してい

る中，権利処理をより円滑に進めるためには，権

利情報をいっそう充実させる必要がある。

権利情報については，制作担当者がデジタル制

作情報システム（ベアトス）に入力し，著作権部

での確認を経て，アーカイブスデータベースとし

て蓄積されており，放送番組の二次利用に寄与し

ている。ベアトスの運用は03年 5 月から開始して

いるが，そのデータ登録率は全般的に高位である

ものの，外部制作委託番組や特集番組一部の番組

では登録率が必ずしも高くないこともあり，課題

となっている。

今後，放送番組の3-Screens展開やネット配信

事業者への提供など外部提供の拡大に向けて，権

利情報の精度をより高めるとともに迅速な入力が

必要であり，課題解決を図りながら引き続き環境

整備を行っていく予定である。

3．番組の不正利用（海賊版）対策

ネットワーク社会の進展に伴い，NHKの番組

を録画し無断で複製した海賊版をインターネット

を通して流通させる事例や，主に在外邦人向けに，

国内の放送を受信して無許諾でインターネットを

通じて配信するサービスが出現している。NHK

はこのような権利侵害行為への対応を関係機関と

連携しながら進めている。

（1）ネット上での海賊版流通への対応
放送番組を無断で複製した「海賊版」をネット

オークションへ出品するケースは数年前から顕在

化している。NHKではサイト運営者やプロバイ

ダーなどと連携しながら，違法出品の削除要請な

どの対応を行っている。プロバイダーの協力もあ

り，最近では出品数が大幅に減少しつつある。

06年度にNHKと民放各社が共同でデジタル放

送推進協会（Dpa）内に設立した「放送コンテン

ツ適正流通推進連絡会」を通し，Dpaからコンピ

ュータソフトウェア著作権協会（ACCS）に委託

している削除要請業務は，08年度も継続した。

（2）動画投稿サイトへの対応
番組から複製した動画や静止画を無断でホーム

ページやブログに掲載する事例が増えている。こ

れらは，NHKや番組関係者の著作権や著作隣接

権，プライバシーなどを侵害するものである。N

HKではプロバイダーと連携して不正利用者に削

除を求めるなどの対応を行っている。

①「YouTube」などへの対応
番組複製映像が大量にアップロードされ問題に

なっているアメリカの動画投稿サイトYouTube

について，サイトを運営するGOOGLE社との間

で， 8月，NHKコンテンツ削除についてのルール

化を図った。また，12月には，パソコンを使った

自動削除装置を導入し，違法動画の効率的な削除

を実現させた。

このほか，国内外の類似のサイトについて違法

動画の削除要請などの対応を引き続き行った。

②中国・韓国サイトなどへの対応
中国に本社を置く「YOUKU」など国外のいく

つかの動画投稿サイトではNHKの放送番組が数

多くアップロードされている。これらのサイトは

番組をそのまま高画質でアップロードしており，

NOD開始を控え大きな問題となっていた。この

ため，08年 1 月以降，特に不正利用が顕著な中国

サイトに対して，法律事務所と連携し，削除要請

するとともに覚書締結を求め，一定のルール化を

図り，削除などの対応を進めた。また，11月以降，

韓国サイトなど削除対象サイトを倍増し，対応を

強化した。

（3）インターネットを利用した在外邦人向けの
違法録画・送信サービスへの対応

主に海外に住む日本人を対象に，日本で放送さ

れる番組をインターネット経由で録画・視聴させ

ることを目的とした有料サービスが登場してい

る。これを放置すれば，番組の権利者の利益が損

なわれるおそれがあるため，NHKは，民放各局

と共同で裁判を提起するなどの対応を行ってい

る。
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①「まねきTV」
東京都内の業者が利用者に市販の「ロケーショ

ンフリー」を購入させて預かったうえで，テレビ

アンテナとインターネット回線とを接続し，利用

者はこの機器を通して海外に居ながらにして日本

の放送番組をリアルタイムで視聴できるというサ

ービスである。NHKと民放各社は07年 3 月，東

京地裁に本訴提起したが，08年 6 月，請求が棄却

されたため，知財高裁に控訴した。しかし12月，

放送局側が敗訴したため，09年 3 月，最高裁に上

告受理申立理由書を提出した。

②「ロクラク」
静岡県内の会社が自社製の一対のハードディス

ク・レコーダー「ロクラク蠡」の親機を国内で預

かり子機は利用者が海外に持参，利用者は子機を

通して国内の番組の録画や視聴ができるというサ

ービスである。NHKと在京および静岡民放局各

局は，07年 7 月，同社の送信サービスの停止と損

害賠償を求めて東京地裁に提訴し，08年 5 月，放

送局側が勝訴した。しかし 6 月，同社が控訴し，

09年 1 月，知財高裁で放送局側が敗訴したため，

上告の準備を進めた。

こうした配信サービスは，ほかにも存在してお

り，今後ともNHKは，放送事業者と番組関係者

の権利を守り，優良なコンテンツの放送を確保す

るため，民放各局や関係機関と連携して対策を継

続していくこととしている。

4．国際的な対応

（1）放送事業者の権利保護のための条約
世界知的所有権機関（WIPO）では，常設委員

会を設置してインターネット時代における不正利

用行為から放送事業者の権利を守るための条約の

検討作業が進められてきた。この条約の検討は，

06年のWIPO総会において，条約草案について一

定の合意が得られれば07年12月に条約採択のため

の外交会議を開催することが議決された。しかし，

外交会議開催に至らず，これを受けて，08年11月

の常設委員会で，議長から放送条約に関し，A

案・放送事業者にネット配信の権利を付与する，

B案・各国が適切な海賊版対応の保護策をとるな

どの提案がなされたが採決に至らず継続審議とな

った。また，次回の常設委員会で，放送機関の保

護に関する「情報交換会合」を開催することが決

まった。

（2）アジア太平洋放送連合（ABU）著作権部
会

07年開催のABUテヘラン総会でオリンピック

放送権について議論されたことを受け， 4月，ト

ルコのイスタンブールで開催された著作権部会で

は，オリンピックなど大イベントの放送権を巡る

諸課題のほか，WIPOの放送条約に関する議論も

継続して行った。また，この会議を踏まえ，デジ

タル化とネットワーク化でネットの違法配信や放

送信号の窃取
せっしゅ

が横行する中，放送事業者にとって

有効な権利保護の方策について，法整備と技術的

な保護の両面から議論していくこととした。

（3）ヨーロッパ放送連合（EBU）法律・公共問
題委員会

EBUは「法律・公共問題委員会」を開催して

いるが，近年は放送番組のネット配信や音楽著作

権について検討されている。10月には，レコード

の保護期間の延長やインターネット上で著作物を

利用する際の権利制限，放送番組の見逃しサービ

スの法制度上の取り扱いなどについて議論した。

アーカイブス
NHKアーカイブスの目的は大きく 3つある。

①NHKが制作・放送した映像・音声を次の世代

へ継承するために〈保存〉する。

②保存したコンテンツを多角的に〈活用〉する。

③コンテンツの社会還元を進めるため，番組公開

施設などで〈公開〉する。

アーカイブスシステムは，膨大な映像・音声な

どのコンテンツを迅速かつ的確に検索し，効率的

に利用するシステムである。NHKイントラネッ

トに接続されたパソコンであれば全国どこからで

もコンテンツを検索し，オンラインで発注するこ

とができる。検索できるのは，「ニュース・番

組」「ニュース原稿」「写真」「音楽CD」｢図書・

雑誌」などである。映像コンテンツは「静止画付

構成表」や「参照用動画」も見ることができ，写

真については画像データを直接ダウンロードする

ことが可能である。オンラインで発注した映像は，

埼玉県川口市のNHKアーカイブスから渋谷の放

送センターへ光回線でデジタル伝送し，コピーし

たVTRを利用者へ貸し出すシステムとなってい

る。事前に利用申請が必要であり，所属部局ごと

にアクセス制限を設けるなどのセキュリティ対策

が施されている。

1．保　存

（1）放送番組保存の基本方針
デジタル時代のコンテンツ戦略の一環として，

ニュースおよび番組とこれらの素材を，NHKア
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ーカイブスを中心に体系的・系統的に保存・管

理・活用している。

全国放送した番組の保存については，放送総局

の「権利と保存に関する委員会」で審議し，編集

会議で決定する。地方のブロック放送および県域

放送の番組の保存については，全国の放送局に設

置した「権利と保存に関する委員会」で各局の実

情に応じた権利確保と保存を行っている。

また，本格的なテープレス時代に備えて，コン

テンツや権利情報の一元管理による番組制作力や

発信力の強化に向けて検討を進めている。

（2）コンテンツ保有数
08年度末のコンテンツ保有数は，渋谷の放送セ

ンターに保管されている分も含め，ニュース：

157万6,000，番組：57万5,000に及んでいる。（全

国計では，ニュース：463万6,000，番組：68万

5,000）。また，写真は41万6,000枚，音楽CDは31

万2,000件，図書・雑誌・地図は26万2,000冊，楽

譜は11万4,000冊を保有している。

（3）保存番組のデジタル化
アナログ 1 インチVTRテープには，貴重な映

像が多く残されており，08年度は，番組に引き続

き，映像素材を中心にデジタル化を進めた。また，

戦後の日本を中心に記録した「毎日世界ニュー

ス」など貴重な映像フィルムをD5デジタルテー

プにコピーして保存した。08年度から地域放送局

が保管するフィルムやM2アナログテープに記録

された番組をデジタルテープ化する支援を実施

し， 5局609本の保存を行った。

（4）テープレス保存への対応
NHKは放送を取り巻く急速なデジタル化に対

応するため，制作・放送から保存に至るまでのハ

イビジョンによる完全なテープレス放送システム

の検討に入った。それに伴い，アーカイブスでも

テープレス保存に向けて，対象となるコンテンツ

の総量や利用実態を調査し，テープレス保存計画

策定の基本的な考え方を取りまとめた。

（5）コンテンツ管理の各業務
〔コンテンツ管理〕
NHK自身が制作・放送した番組，ニュース映

像，音声コンテンツに加え，写真，音楽CD，楽

譜などを保存・収集し，放送への活用を基本に，

体系的な管理・整備を行っている。川口市のNH

Kアーカイブスと渋谷の放送センターとは二重化

されたIPネットワーク回線で結ばれ，ハイビジョ

ン 5 系統（うち 2 系統はアップコンバート），ス

タンダード 3系統の同時伝送で番組制作・ニュー

ス制作への映像提供を行っている。

また，権利確保と保存のルール徹底など，放送

の確固たる基盤とするための業務に取り組んでい

る。放送番組の各種情報（メタデータ）は，編成

情報，リンクス，ベアトスなど各部局システムと

の連携により生成し，参照用動画や構成表への静

止画貼付などの映像作業を加えた後イントラネッ

トを通じ，全国で検索・発注を可能としている。

ニュース原稿およびニュース映像・番組映像の

データベースを対象に，業務支援に着目した今後

のデータベース拡充の方向の確認と，利用状況の

変化により生じている新たな利用者ニーズ，課題

の明確化を目的に利用者アンケートを実施し，運

用開始後 7年目に入った，アーカイブスデータベ

ースの課題と今後の方向性を明らかにした。

〔ニュースコンテンツ〕
NHKのニュース原稿・ニュース映像のデータ

ベース化を中心に取り組み，データベースの利活

用に力を注いでいる。

個人や団体などの過去の不名誉・不利益情報が

検索できるデータベースの特性を踏まえ，より適

切な対応を可能にするため，人権・プライバシー

などの保護措置規定の見直しと改訂を行った。あ

わせて関連するニュース映像に対して具体的な事

例を提示したガイドラインを整理し，より効果的

な保護措置の実現に取り組んだ。

局内での活用とともに，局外での活用を目指し，

08年度は，新たに解説委員室放送原稿，文研『放

送研究と調査』の外部データベース（日経テレコ

ン21，ジー・サーチ）への提供を開始した。

08年度は，07年度に引き続き海外にある総支局

が撮影し保管してきたハイビジョンニュース映像

素材を，報道局と連携しながら受け入れる体制を

整備し，効率的な作業を可能とするため専用テー

プ保管棚を確保した。

〔音楽・図書〕
放送番組の制作に不可欠な音楽CD，各種図書

資料の整備を継続し，図書資料は，07年度のアン

ケート・聞き取り調査の結果を整備資料の選定に

反映し，音楽CDは，今後の購入CD選定への反映

を目的に新規購入後の利用追跡調査を行い，より

使いやすい環境の整備を目指している。

利用の推進とともに，適正利用によるコンプラ

イアンスの向上とセキュリティ強化を目指し，全

音楽CDに磁気タグを貼付し，セキュリティゲー

トによる貸出時の無断持ち出し防止の運用を開始

した。あわせてデータ作成，貸出窓口業務の効率

的な運営を目指し，システム機能の改善や今後の

データベース作成のあり方の検討を進めた。
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2．活　用

（1）業務での活用
業務での利用者は，全国のNHKイントラネッ

ト接続パソコンを使用して，コンテンツを検索・

発注することができる。発注者は光回線でデジタ

ル伝送されたコピーテープを受け取る。全国の各

放送局からの発注については，渋谷からの陸送で

対応している。

（2）アーカイブスを活用した番組
アーカイブス番組は，08年度，『NHKアーカイ

ブス』の放送時間帯が日曜日深夜から土曜日午前

に変更になり，『新日本紀行ふたたび』と連続し

たことから，キャスター・セットも刷新し，「プ

ロスキーヤー三浦雄一郎」「清原と桑田」「赤塚不

二夫」「栃若」など，よりビビッドな放送を目指

した。また，「記憶の扉」や「安田講堂落城～“あ

の日”から40年　学生たちのその後」など，特集

番組にも積極的に取り組んだ。さらに，過去のラ

ジオドラマ約4,000本の中から名作・秀作を紹介

する『ラジオドラマ・アーカイブス』も08年度か

ら放送を開始した。

（3）外部への提供（二次使用）
番組や映像素材を二次使用のルールに則り，関

連団体を通じて提供している。ニュース原稿デー

タベースは従来の「日経テレコン21」のほか，07

年 2 月から「ジー・サーチ」へも提供している。

3．公　開

（1）番組公開ライブラリー
NHKが過去に放送してきた番組を，来館者が

無料で，オンデマンドで視聴できる設備で，川口

市のNHKアーカイブスのほか，横浜放送局を除

く全国の放送局など56か所に配備されている。

映像・音声はNHKアーカイブスから光回線を

介して配信され，全国の施設で好きな番組を見る

ことができる。

登録番組は公開のために新たに権利処理を行っ

たもので，08年度末現在，番組総数6,370本（テ

レビ：5,784本・ラジオ：586本）を視聴できる。

今後も引き続き内容を厳選し，充実を図っていく。

登録番組はホームページから検索できる。

(http://www.nhk.or.jp/archives/）

番組公開ライブラリーの年間利用者数は，約19

万人となっている。

（2）保存番組リストの公開
NHKでは，より多くの視聴者が番組や映像の

情報を活用することができるための一助となるよ

う，NHKアーカイブス保存番組検索システムの

データを，07年 2 月 1 日からホームページで公開

している。これは，NHKアーカイブスが持つ保

存番組リストを基に作られたもので，過去にNH

Kが放送した約37万番組が含まれている。

検索システムからは，番組タイトル・放送日・

放送波・主な出演者・内容紹介（要約）を検索す

ることができる。

（3）NHKオンデマンドサービス
放送法の改正を受けて，ブロードバンドによ

る映像提供サービス「NHKオンデマンド」を12

月 1 日から開始した。

（4）「本田美奈子.展」「朝ドラヒロイン展」
川口市のNHKアーカイブスでは07年度に引き

続き「番組公開ライブラリー」への集客とアーカ

イブスの認知度を上げるためのイベントを実施し

てきた。

08年度は，長期間の展示に耐えられるイベント

を企画し，「巨樹の絵画展」「本田美奈子.展」「パ

ラリンピック写真展」「山野井昌子心の世界展」

[朝ドラヒロイン展」と 1か月以上の開催を行っ

た。触れ合った人数は 4万人と，かなりの集客効

果をあげた。特に「本田美奈子.展」は，大阪局

や岐阜局でも開催し，アーカイブス開発イベント

の地方展開も実現した。

（5）放送番組表データベース
NHKが放送した番組の公式記録である「放送

番組確定表」をデータベース化したもので，テレ

ビは1951年12月（実験放送期）から現在までのす

べてのデータ，ラジオは1992年 4 月以降のデータ

が検索できる初めてのシステム。編成局や放送文

化研究所などでの業務・研究利用のほか，将来は

インターネットを通じて視聴者に公開するため準

備を進めている。

4．年間企画「ともに，いきる」

08年は「ともに，いきる」をテーマにこの地球

に暮らす私たちが，すこやかに生きるために何が

大切か，を見つめた企画に取り組んだ。

定時番組『NHKアーカイブス』では，定期的

にこのテーマに沿った番組を放送した。また，番

組公開ライブラリーでは『ともに，いきる』に連

動した関連番組を年間で226本公開した。

5．『ザ・ベストテレビ』上映会＆セミナー

08年12月 6 日，川口市のNHKアーカイブスに

おいて，NHKと民間放送局各社が制作したドキ

ュメンタリーを一挙上映するとともに，それらの
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番組のNHKと民放の制作者を招いてドキュメン

タリーの可能性について話し合うセミナーを開催

した。NHKアーカイブスで民放から講師を招い

たのは初めてだったが，若い人たちをはじめ126

人の一般視聴者が参加し，ドキュメンタリー制作

の心構えについて活発な意見交換が行われた。

NHKと民放の「競演」により，ドキュメンタリ

ーの多彩な魅力を視聴者に提示することができ

た。

番組考査

1．番組考査

組織上，本部に会長直属の考査室，各地域拠点

局には，局長直属の考査室（または考査部門）が

あり，番組考査を担当している。

考査業務は，NHKの放送が，「放送法」「国内

番組基準」などに沿っているか，「放送倫理」の

面で問題がないか，を中心に考査を行い，リスク

マネジメントの観点からも，番組の質の向上を図

ることを目的としている。

考査には，放送前に台本・DVDなどで行う

[事前考査」と放送視聴で行う「放送考査」とが

ある。

（1）事前考査
総合テレビの夜 8 時台・10時台の番組やドラ

マ，衛星波では『ハイビジョン特集』などを中心

として，制作現場と協議して対象の番組を選定の

うえ実施している。用語に誤りがないか，不適切

な表現が含まれていないか，視聴者にわかりやす

い内容になっているか，番組本来の情報の信頼性，

人権への配慮や広告・宣伝に関して問題はない

か，などの視点で考査を行っている。

疑義がある場合には，直ちに制作現場に指摘し，

確認やアドバイスを行っている。

事前考査は，番組の質の確保と危機管理を放送

前に行うという点で重要であるが，それ以前に，

制作担当者自身の放送倫理意識，現場におけるチ

ェック・検収体制の充実が不可欠である。

（2）放送考査および考査結果の周知
ニュースについては，迅速・正確か，公平・公

正でわかりやすいか，伝えるべきことを視聴者に

伝えているか，などの視点で考査している。

番組については，『NHKスペシャル』『クロー

ズアップ現代』『ハイビジョン特集』など，時代

や社会の課題と向き合ったものから，生活情報・

文化・福祉，エンターテインメント番組，ラジオ

番組などさまざまな分野・時間帯の番組から対象

を選定し，公共放送としてふさわしい内容か，企

画・演出の完成度は高いか，表現・用語が適切か，

人権への配慮や広告・宣伝に関する配慮が十分に

なされているか，などの視点で考査している。

放送考査の結果は，「考査週報」としてまとめ

ている。「考査週報」は，主要なニュース 6 項目

程度・番組 7 本程度を扱い，NHKイントラネッ

ト上に掲載し職員が参照できるようにしている。

これらの考査結果は，月 1回，放送総局番組考

査会議で放送関係の部局長および関連団体の代表

者に通知し，さらに理事会にも報告している。

（3）放送考査の具体事例
8 月の内閣改造， 9月の福田首相退陣表明およ

び麻生政権スタート，11月のアメリカ大統領選挙

などの報道では，スーパーでの速報，ニュースの

特設・枠広げや中継で分厚く伝えるとともに，記

者解説などでポイントや課題を整理してわかりや

すく視聴者に伝えていた。

8月の北京五輪では，厳戒の中で壮大に演出さ

れた開会式の模様や各競技の熱戦の模様を余すと

ころなく伝える一方で，中国の民主化や報道への

規制の緩和が進まない状況も指摘していた。

9月に始まった世界的金融危機と，急激な景気

後退により厳しさを増す日本国内の雇用情勢とそ

の支援の動きについては，ニュースとさまざまな

番組で，多角的な視点から現状と課題を分析して

伝えていた。

年末には『あの瞬間　あなたは…ニュース総決

算2008』および各地域のニュースハイライトが放

送され，各地域拠点局の考査部門と連携して考査

した。豊富な映像と多彩なゲストを交えて 1年間

の出来事を振り返るとともに，新年の課題なども

展望していた。

番組では，年間を通じて，環境，災害，食料，

医療・介護・福祉，教育などについて考える番組

を放送し，公共放送としての役割を果たしていた。

日本の社会や政治を考える討論番組では，『N

HKスペシャル』「激論2009 世界はどこへ そし

て日本は」，『日本の、これから』の「裁判員制

度」「雇用危機」があり，問題を考えるうえで有

効な材料を提供する討論だった。

このほか，09年度の新番組『歴史秘話ヒストリ

ア』『あなたが主役　50ボイス』『＠キャンパス』

などは，定時化される前に単発の番組として放送

された時点で考査対象とし，課題や改善点につい

て，制作現場に対して助言を行った。
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2．放送倫理

ここ数年放送界において，人権への配慮の欠如

やいわゆるメディア・スクラムの問題，不十分な

取材による誤報や不適切な演出など，視聴者の信

頼を損なう事例が相次ぎ，放送に注がれる視聴者

の視線はますます厳しさを増している。

放送の自主自律を守るためには，放送に携わる

者自身が放送倫理に対する理解と認識を日々深め

ながら仕事に向き合うことが不可欠である。

考査室は，公共放送人としての放送倫理を協会

全体に徹底させる部署の 1つとして，人権等に関

する問い合わせ対応や情報の連絡などを通じて，

職員の意識の向上に努めている。

（1）レファレンス（問い合わせ）
取材・制作の過程で生じるさまざまな疑問や問

題について，放送倫理に反しないよう放送現場を

バックアップするのも考査部門の役割である。

放送現場からの人権や差別，登録商標（商品

名）の扱いなどに関する相談・問い合わせに対し

て，助言などの対応を行っている。

（2）「NHK新放送ガイドライン」の改訂
06年 3 月の公表後の，放送法改正や職員のイン

サイダー取引などの状況に対応するため，改訂版

を編集し，「NHK新放送ガイドライン2008」とし

て公表した（ 5月30日）。

（3）外部団体との連携
「マスコミ倫理懇談会全国協議会」（放送・通

信・新聞・雑誌・広告・映画など加盟220社・団

体）は，マスメディア自らが自主自律を強化する

ことで言論の自由を守ることに努めている。同協

議会では，月例の研究会や全国大会（08年度は裁

判員制度と犯罪報道などについて議論），「メディ

アと法」研究会などの活動を行っている。

また，「在京考査実務責任者会議」（NHKおよ

び在京民放 5 社で構成）は，放送倫理上の問題，

用字用語や視聴者からのクレームの事例などにつ

いての情報交換・検討を月 1回開催し，互いに番

組水準の向上に努めている。

これら外部団体の情報は，局内の連絡会などを

通じて放送現場に連絡している。

3．番組モニター

（1）番組モニター制度
放送の視聴実態を示す指標としては“視聴率”

や電話などによる反響があるが，視聴者の番組に

対する感想・意見・評価を詳細に把握することは

難しい。「番組モニター」は，放送に関心の高い

視聴者が番組を視聴し，その感想・意見などを

[リポート」として報告する制度である。

その内容は，考査室が行う番組考査の参考にな

るとともに，取材・制作者にとって非常に貴重な

ものである。

08年度は，全国で1,050人の方々にモニターを

委嘱した。

モニターには，「割当番組」および「選択番

組」の中から一定本数のリポートを報告してもら

っている。報告件数は，全国で14万件余りに上る。

（2）番組モニターの活用
リポートは，①番組に対する 5段階の総合評価，

②「新しい知識や情報」「取材や問題の掘り下

げ」「共感・見応え・感動」「人権への配慮」など

12項目の詳細評価，③自由記述，からなっている。

評価のデータは，集計して「週刊モニターの

声」としてNHKイントラネットに掲載している。

モニター意向の集計・分析資料は，理事会およ

び番組審議会にも報告している。

（3）モニターの具体事例
年末の『第59回NHK紅白歌合戦』について，

325件のリポートをまとめた。 5 段階の総合評価

では，「 5＝たいへんよい」「 4＝よい」が占める

割合は61％（前年は63％）であった。男性では50

代以上，女性では30～40代で評価が高かった。

年間を通しては，例えば，『NHKスペシャル』

の「橋は大丈夫か～しのびよる劣化」（ 6月 9日），

[阪神・淡路大震災　秘められた決断」（ 1 月17

日），「菜の花畑の笑顔と銃弾」（ 2 月23日），『特

集ドキュメントにっぽん～明るい「遺影」』（12月

24日）など，考査室として高く評価した番組は，

モニターからも極めて高い評価が寄せられた。

以上のように，考査部門は，放送現場とは一線

を画し，放送に関するさまざまな問題についての

見解や視聴者の意向を放送現場に伝えることで，

放送の質の向上を図っている。

NHK年鑑’09 156


